
京都府社会福祉事業団職員倫理綱領  

(令和７年１２月策定) 

 

私たち京都府社会福祉事業団の職員（以下「職員」という）は、法令を遵守し、この倫理綱領をもって、私たちの職

務上の行動規範とし、全職員が共通の価値観と、より高い倫理観を持って、最善の福祉・医療サービスを提供しま

す。 

 

第１ 人権の尊重及び擁護 

職員は、利用者の出身、性別、年齢、国籍、障害、性的マイノリティ、思想・信条、その他いかなる理由によ

っても差別せず、その基本的人権を尊重し、擁護しなければならない。 

第２ 虐待の禁止 

     職員は、人権尊重及び擁護に基づき支援を実践する中で、あらゆる虐待行為（不適切行為を含む）を行って

はならない。 

第３ 安心・安全で良質なサービスの提供 

職員は、日々の実践を検証し、事故を防止するとともに、利用者に安心、安全、良質なサービスを提供しな 

ければならない。また、利用者からの意見等については、傾聴に努め、速やかに課題解決にあたらなけれ 

ばならない。 

第４ 自己実現の尊重と自立に向けた支援 

職員は、利用者の個性、障害の状態を正しく理解、認識し、自己決定権を尊重し、その持てる可能性を十分

発揮できるよう、利用者の課題解決に取り組み、最善の利益を追求しなければならない。 

第５ 個人情報及びプライバシーの保護 

職員は、利用者のすべての個人情報およびプライバシー等の保護、秘密の保持、財産の管理を適切に行 

わなければならない。 

第６ 利用者の地域生活支援・社会参加の促進 

職員は、利用者が社会の一員として生活していくために必要な情報や知識を得られるよう支援するととも 

に、地域との交流を促進し、利用者の地域活動への参加を積極的に支援しなければならない。 

第７ 地域共生社会の実現 

職員は、地域社会の一員として、地域に暮らすすべての人が尊重され、誰ひとり取り残されることのないよ 

う、地域住民、団体、行政と一体になって、誰もがその生きる力や可能性を発揮できる地域づくりを進めてい 

かなければならない。 

第８ 専門性の向上 

職員は、京都府における福祉・医療に携わる者として、社会的使命とその役割を自覚し、専門的知識 •  

技術の向上を目指して、進んで自己研鑽に努めるとともに、責任ある社会人として行動しなければならない。 

さらに、職員は、多様な事業を運営する事業団の特性を理解し、福祉・医療の先導的、先駆的役割を果たさな 

ければならない。 

 


